












日本福祉大学経済論集 第 39 号 2009 年 9 月
＊ 日本福祉大学福祉経営学部元非常勤講師
1 呼称としては ｢ポイントサービス｣ ｢ポイントシステム｣ も一般的である. ｢Google｣ でそれぞれを検
索したところ, 順に 2,910,000 件, 818,000 件のヒットであった (2008 年 9 月 11 日検索). ｢ポイント
プログラム｣ の場合, ヒット数にして 230,000 件にとどまるところをみると, 前の二者と比較して幅
広く利用される用語であるとはいい難い. ただし, ヒット先での使われ方を概観する限り, それぞれ








キーワード：ポイントプログラム, 重要顧客の囲い込み, ポイント提携, 顧客分析,
購買履歴分析
事業者が顧客へポイントを提供することは, 公正取引委員会 ｢家庭用電気製品の流通における
不当廉売, 差別対価等への対応について (家電ガイドライン)｣ によれば, ｢一般的に, 値引きと
同等の機能を有すると認められ, ｢対価｣ の実質的な値引き｣ であるとみなされる2. またある調
査において, 消費者がポイントに期待する用途は, ｢電子通貨としての利用｣ ｢現金との交換｣
｢割引券との交換｣ をもって 9 割を占めることにかんがみると, 消費者サイドでもポイントは

















ステム (system) の語を用いることによって, しくみのハード面が強調される懸念がある.
・同様に, サービス (service) の語を用いることによって, 利用率, 還元率, 提携先などしくみの固
有性を形成するソフト面の一部のみが強調される懸念がある.
・このしくみで重要なことに, 販売促進という明確な目的をもっていることがあげられる. その意味
で, プログラム (program) は目的志向的である.
2 ただし, ｢①ポイントを利用する消費者の割合, ②ポイントの提供条件 (購入額の多寡に関わらず提




公正取引委員会 『｢家庭用電気製品の流通における不当廉売, 差別対価等への対応について｣ の公表
について』, 2006 年 6 月, 8 頁, 公正取引委員会ウェブサイト, http://www.jftc.go.jp/pressrelease/
06.june/060629-tenpu.pdf (2008 年 10 月 1 日にアクセス).
3 アイシェア ｢ポイントカードに関する意識調査｣ 2008 年 7 月, http://blogch.jp/up/2008/07/
15133559.html (2008 年 10 月 1 日にアクセス)
4 フィリップ・コトラー 『コトラーのマーケティング・マネジメント基本編』 恩藏直人監修, 月谷真紀
訳, ピアソン・エデュケーション, 2007 年, 356-357 頁.
5 ポイントプログラムの規模, 目的, 予算などにおいて, 専用システムを用いた大規模な CRM (顧客




てのポイントプログラムの位置づけをより明確にする. 第 3節では, 実際にポイントプログラム
を採用する事業者の目的を二次データから分析し, 今日のポイントプログラムの活用実態を示す.
これを踏まえ, 第 4節ではデータの具体的な活用法を探る. 最後に第 5節では本稿のまとめをお
こなう.
2 値引きとポイントプログラム






第 1に, 規定および手続きについて. インセンティブの提供以外で値引きが発生する原因を考
えると, ①過剰な仕入れや仕入れ品目のミス ②急速な流行の変化 ③店晒しなどによる商品価
値の劣化といった不規則, 不定期に発生するアクシデントなどがあげられる. このような場合,
事態の迅速な回復をはかることを優先的処理事項とせざるを得ず, 必然的に現場の柔軟な裁量に








6 たとえば, 現在の三越の前身 ｢越後屋｣ (江戸期) は, ｢現金掛け値なし｣ の商法で成功したといわれ
るが, 掛け値, つまり値引きを想定した値づけが当時一般的な慣習であったことがうかがえる.
｢｢越後屋｣ の新商法｣ 三井広報委員会ウェブサイト, http://www.mitsuipr.com/history/echigoya.
html (2008 年 10 月 1 日にアクセス).
また日本におけるポイントプログラムの起源は, 景品交換プログラムというしくみに注目した場合,
1960 年代前半にサービスを開始したブルーチップなどのサービスが, 電子的なポイント情報管理シス
テムの導入という視点では, 1989 年のヨドバシカメラが例示されることが多い. 以下のサイトでは
｢日本で初めて｣ という記述を確認できる.
ブルーチップ：ブルーチップ株式会社ウェブサイト, http://www.bluechip.co.jp/profile/index.html
(2008 年 10 月 1 日にアクセス).
ヨドバシポイントカード：株式会社ソニーファイナンスインターナショナルウェブサイト
(2005/8/31 付プレスリリース), http://www.sonyfinance.co.jp/corporate/press/2005/press050831.
html (2008 年 10 月 1 日にアクセス).
第 2に, 両者ともに顧客が購買行動を通じて取得・行使できる権利とみなすと, それらのタイ
ミングの違いに言及できる. 通常, 顧客が権利を取得するタイミングは両者ともに購買時点にあ
る. しかしそれを行使できるタイミングを考えると, 一般に, 値引きは商品の購入と同時である




る. ただしこの点については, 厳格に線引きをおこなえるものでないことに留意したい. たとえ
ば, 商品を特定の日にちに購入すると顧客に通常の 2倍量のポイントを提供するといったキャン
ペーンがめずらしくないように, 戦略に応じた柔軟な性格づけをおこなうことも可能である.
第 3に, 差別化の容易性に触れておきたい. 今日の事業者の多くが, 販売やサービスの本質的
な部分で競合他社との差別化をおこなうことに困難を感じている. ただでさえ似たような品揃え・
品質の商品の販売を迫られる中では, 販売促進ツールの差別化もまた重要な課題のひとつとなっ
てくる. 今日運用されるポイントプログラムの多くには, そのネーミングはもちろんのこと, カー













ダイヤモンド社は 『週刊ダイヤモンド』 2008 年 7 月 12 日号誌上で, 流動性のあるポイントを
発行している企業 150 社に対して, 消費者保護, 安全な企業間取引という観点からポイントプロ
グラムの利用者数, 利用目的, ポイント獲得方法などに関するアンケートを実施, それをもとに








でいう事象, すなわち目的変数はポイントプログラムの活用目的をさす. 説明変数には ｢利用目
的｣ に関する (1) － (8) の選択肢を使用するが (表Ⅰ), 便宜上, これ以後の本文では変数番
号および表右列に示すよう表現を簡略化して用いることとする.
｢利用目的｣ に関する設問は, 表Ⅰの (1) － (8) の項目から, 回答者に対し, 優先順位の高
い順に 3つの項目の選択を要求するものである. 回答は順序尺度であり間隔に意味はないが, 分
析においては重要性の認識の評価軸だけを問題とするので, ここでは各社の回答について, 優先
順位の高い順から 3点, 2 点, 1 点を加点し, それ以外の項目を 0点として指標化した. その結
果, スコアを含む基本統計量は次のようであった (表Ⅱ).
回答の性向として, (2) (囲い込み) に対する最優先課題としての位置づけが強くあらわれた.










(6) 顧客データを分析し, 新たな営業施策に活用する (データ分析)
(7) 同業他社との差別化を図る (差別化)
(8) 上記のいずれにも該当しない目的 (その他)
(出所) ダイヤモンド社 (2008 年, 48 頁), ただし ( ) 部は筆者が加筆
表Ⅱ 基本統計量
説 明 変 数 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
スコア (合計) 85 152 33 46 15 30 24 36
平 均 1.16 2.08 0.45 0.63 0.21 0.41 0.33 0.49
標本標準偏差 1.18 1.20 0.90 0.87 0.58 0.78 0.67 1.04




別に作成した固有値のスクリープロットを根拠に, ここでは第 2主成分までを採用する. 表Ⅲ
より, このときの累積寄与率はおよそ 40％であった. また, 採用された 2 つの主成分について
説明変数に対する負荷量を求めると, 表Ⅳのようになる. ここで, 斜体表記の項目については相





ムの基本戦略とみてよいだろう. 負の方向ではその他が低く, 企業間提携がやや低い. ここで表
Ⅰの選択肢 (8) につき回答された内容を個別に確認すると ｢広告効果のアップ｣ ｢マーケットに
おけるポイント利便性の向上｣ ｢ポイントを利用したエンターテインメントの提供｣ などが報告




基本戦略グループ (第 1主成分得点＞0) 48 社 (構成比 65.8％)
独自戦略グループ (第 1主成分得点＜0) 25 社 (構成比 34.2％)
ポイントプログラムにおけるデータ分析手法の検討
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表Ⅲ 固有値・寄与率 表Ⅳ 主成分負荷量
固有値 寄与率 累積寄与率 主成分No.1 主成分No.2
主成分No.1 1.744 21.80％ 21.80％ (囲い込み) 0.638 (データ分析) 0.582
主成分No.2 1.420 17.76％ 39.56％ (重要顧客特定) 0.602 (企業間提携) 0.487
主成分No.3 1.262 15.78％ 55.34％ (差別化) 0.256 (重要顧客特定) 0.364
主成分No.4 1.205 15.07％ 70.40％ (データ分析) 0.131 (その他) 0.148
主成分No.5 0.937 11.71％ 82.11％ (値引き) －0.218 (差別化) －0.065
主成分No.6 0.792 9.90％ 92.01％ (新規顧客獲得) －0.240 (囲い込み) －0.359
主成分No.7 0.577 7.22％ 99.23％ (企業間提携) －0.341 (値引き) －0.385
主成分No.8 0.062 0.77％ 100.00％ (その他) －0.818 (新規顧客獲得) －0.639
第 2主成分：提携志向
正の方向ではデータ分析, 企業間提携が高く重要顧客特定がやや高い. また負の方向では新規
















今日ではポイントカードを 3枚以上所持する消費者が 8割を超えるとされるが, 販売促進ツー







提携志向 (高) グループ (第 2主成分得点＞0) 36 社 (構成比 49.3％)




7 ダイヤモンド社 (2008 年), 46-47 頁を参照されたい.
8 アイシェア, 前掲調査.
9 ｢遠州鉄道社長竹内善一郎氏 グループ共通カード開始 (キーマン私の視点)｣ 『日本経済新聞地方




そこで再度, 表Ⅱのスコアを両成分の層別から確認することとした (図 1).
図からは, 次の特徴が示された.
・基本戦略グループかつ提携志向 (高) グループに属する場合, (6) (データ分析) が重視
される.
・基本戦略グループかつ提携志向 (低) グループに属する場合, (4) (新規顧客の獲得) が
重視される.










































動向追跡など POS システム (Point Of Sale system: 販売時点情報管理) のような利用法も想













れたもの, 裏面にバーコードが貼り付けられたものなど様式は定まらないが, 量的データ (ポイ
ント) が記録される場所を基準とすると, データ管理ツールとしてのポイントカードは図 2のよ
うに区分できる11.






10 会計処理においても判断が分かれるところである. 一般的な処理としては, 対象となる商品の代金は
全額を売上に計上, ポイントについては後日ポイントを使用した時点で費用として計上されることが
多いとされる. また, 費用の発生は将来において自明であることから, この費用を適宜財務状況に反
映させるため, 各期末に相当額を見積もって一定額の引当金を計上する企業も少なくない. とはいえ,
現状では会計処理について明確な基準が定まらず議論があることは加えておく必要がある.
上田恵陶奈 ｢未来解説⑥法制度のこれから (第 8 章)｣ 『企業通貨マーケティング』 東洋経済新報社,
2008 年, 206-214 頁.
11 池田安弘 ｢来店頻度を高め, 固定客化を進めるポイントカード導入ガイド｣ 『小売業集客の教科書』
商業界, 2005 年, 78-80 頁.
的ないしは電子的な方法で記録するものである12. IC カードの普及や携帯電話との技術的な親和
性の高さの点から, 近年では大規模な事業者を中心に広く採用されるツールである. バーコード





別途デジタル化が要求されるだけに管理における負荷を否めない. 以上の点から, 3 種のカード
を情報収集ツールとしてみたとき, 記録型・バーコードの両カードにおいて適性をもつといえる.
4. 2 収集可能なデータの種類
一般には, ポイントの付与と商品購買のタイミングは同一である. POS システムを用いれば,
この時点で販売した商品の名称・単価・数量・日時などのデータを記録することは容易となる.
何が, いつ, いくらで, どれだけ売れたのか, これを販売履歴情報と定義すると, 付与すべきポ




特性をもつ情報を購買履歴情報と定義すると (図 3), 事業者サイドでのデータ活用に関し, 購
買履歴情報のはたしうる役割は販売履歴情報のそれに比べて販売促進策の選択肢に幅をあたえる
ものとなる.
たとえば, ある食品スーパーでは ｢Cランク品からヒットの芽を探せ｣ と掲げ, 購買履歴情報
ポイントプログラムにおけるデータ分析手法の検討
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12 磁気的に記録するものとして磁気ストライプカードを, 電子的に記録するものとして IC カードをあ
げられる. 後者については前者と比べて記録可能な情報量の点で優れることから, 電子マネーなどの











を活用する13. ｢C ランク品｣ とは, 販売履歴情報をもとにした商品パレート分析におけるカテゴ
リーをさし, 商品戦略の定石においては, このカテゴリーに分類されることを理由に, 見切り・
入れ替えの検討対象品と位置づけられる. 同店では, 購買履歴情報を活用することで ｢Cランク
品｣ の中にも, 特定の顧客に高いリピート率をもつ商品が見られることや, まとめ買いされる商
品があることを発見, これを受け, 見切り・入れ替えを見送って顧客の離反を防止したり, ヒッ
トの予兆を見逃すことなく販売機会を的確にとらえることができているという. また他方では,

















13 日経MJ ｢需要創造｣ 取材班 『売れる ｢仕掛け｣ をつくれ！』 日本経済新聞社, 2004 年, 80-87 頁.
14 酒井光雄 ｢経営判断と顧客分析連動 場当たり的な販促戒め (How To 商い)｣ 『日経MJ』 2008





































15 この点において, ポイントプログラムは ｢金銭的ベネフィット｣ を付与することで顧客との絆を強め
る, リレーションシップマーケティング・ツールのひとつとみることもできる.
フィリップ・コトラー, 前掲書.
16 これに加え, セグメント化された顧客の維持, 拡大の方策までを視野に入れたとき, 事業者の販売戦
略として FSP (Frequent Shoppers Program) と呼ぶことがある. おもに小売業界を対象とした用
語であるが, 同様の趣旨のものに航空業界で用いられる FFP (Frequent Flyer Program) がある.
ただし, 両者ともにポイントプログラムの制度そのものの意味において用いられることも少なくない.
17 本データは分析手法を例示するためにあくまで筆者の自由な意図で作成したものであり, 特定の主体




平 均 48,109.50 6.64
標本標準偏差 47,655.90 3.75
範 囲 344,900 18
中央値 30,600 6
4. 3. 1 デシル分析
デシル (decile) の語が示すとおり, 分析対象を 10 のグループに等分する顧客管理手法であ
る. ここでは購買金額を基準とし, 金額の大きい順に 1つのグループあたりの顧客数がほぼ均等
になるようグループ分けをおこなっている (表Ⅵ). ダミーデータを用いたデシル分析表からは,
ランク ｢デシル 01｣ に属する顧客で当該期間の総売上のおよそ 35％を生みだしていることが分





検討されるべきだろう. たとえば上位の 3ランクに注目したとき, 顧客構成比対売上構成比はお
よそ 3：6 となるが, 新規顧客の流入を全く考慮しないと仮定すれば, これは現状の 60％の売上
を維持するために上位 30％の顧客を競合から死守することが必要であることと同意である.
4. 3. 2 RFM分析
デシル分析は購買金額や購買回数など単一の項目に注目する手法であるため, たとえば一度の
み偶発的あるいは消極的な理由から高額の買い物をしたにすぎない顧客でさえ重要顧客として区
分される可能性がある. そこで, より実態を反映させる試みとして, RFM分析と呼ばれる顧客
管理手法が用いられることがある18. RFM 分析では顧客ごとの Recency (直近の購買日),
高木 啓輔
93
18 荒川 (2003 年), 58-63 頁, 江尻 (1996 年), 131-159 頁に詳しい.
表Ⅵ デシル分析表
ランク 顧客数(人) 購買回数(回) 購買金額(円) 顧客平均(円) 売上構成比 売上構成比累計
デシル 01 20 216 3,284,600 164,230 34.1％ 34.1％
デシル 02 19 160 1,630,800 85,832 16.9％ 51.1％
デシル 03 21 206 1,258,600 59,933 13.1％ 64.2％
デシル 04 20 175 881,400 44,070 9.2％ 73.3％
デシル 05 20 113 687,200 34,360 7.1％ 80.5％
デシル 06 20 122 575,400 28,770 6.0％ 86.4％
デシル 07 20 110 493,500 24,675 5.1％ 91.6％
デシル 08 20 100 401,400 20,070 4.2％ 95.7％
デシル 09 20 85 276,200 13,810 2.9％ 98.6％
デシル 10 20 41 132,800 6,640 1.4％ 100.0％






ダミーデータを用いた RFM 分析では, 便
宜的に 3つの基準を用意し (表Ⅶ)19, R/F/M
各項目についてすべての顧客の指標化をおこ
なった (表Ⅷ). ここでのケースのように, 3
つの分類基準を用意した場合には 33＝27 のセグメントを作成することができる. 27 のセグメン
トに対し, スコアそのものをセグメントの名称として用いると, たとえばセグメント ｢333｣ の
特徴は, 直近の利用実績があり, 購買頻度が高く, 購買金額も高い顧客のセグメントとして定義
できる.
セグメント ｢333｣ に属する顧客は, 表Ⅷより 6 名, 構成比にして全参加者の 3％に該当する
ことが分かる. また, このセグメントによって構成される Frequency およびMonetary は, 順
におよそ 6％, 12％に達する. 比較のため, 最も下位のセグメントである ｢111｣ で同様の項目
について計算すると, 顧客構成比では 3％とセグメント ｢333｣ と同一であるものの, Frequency


























1 100日超 年2回以下 年2万円未満
表Ⅷ RFM分析表
顧客名 R F M セグメント ｢333｣









ID19 3 3 3
ID39 3 3 3
ID78 3 3 3
ID108 3 3 3
ID132 3 3 3
ID192 3 3 3
ID8 3 3 2
ID184 1 1 2
ID6 1 1 1
ID15 1 1 1
ID16 1 1 1
ID35 1 1 1
ID50 1 1 1
ID121 1 1 1
19 一般に, 事業者の売上実績などの実態に応じて 3－7 の区分が用いられる. なおここでは購買日, 購
買回数, 購買金額でパレート分析をおこない, その結果を参考にして区分を定めた.
4. 4 購買履歴分析
では, 第 2主成分における提携志向の高いグループでのデータ分析は, どのようなあり方を考
慮できるか. たとえば, CD・DVD レンタル最大手のカルチュア・コンビニエンス・クラブ
(CCC) でのとりくみは興味深いものがある. 同グループが運用するポイントプログラム ｢T-
POINT｣ は 46 社 (2008 年 8 月現在) の提携先を有し, それら顧客は提携企業間で横断的なポ
イントの利用が可能である. CCC の施策は, 統合的に管理される購買履歴をもとに, 顧客が未
だ利用したことのない提携先企業のクーポンを発行, 提携先にあらたに誘導しようとする試みで




このように, 収集した大量の販売履歴情報を解析し, 何らかの法則を発見, それをもとに成果
を予測可能なものとする試みはデータマイニング (Data mining) と呼ばれ, 前述のような, 大
量の販売履歴情報を管理する POS システムを利用することのできたスーパー, コンビニエンス
ストアなど一部の販売事業者を中心に活用されてきた. たとえば, 関連商品の販売 (Cross-sell)
ないし上位商品の販売 (Up-sell) といった販売手法は, 販売履歴情報から確認される頻出パター
ンに依拠した手法といえる21. ｢紙おむつを買う男性はビールを購入する｣ とする発見は前者の最
たる例であろう22. こうした発見を販売手法に適用し, 成果を予測するために ｢紙おむつを買う
男性｣ がどれだけいるのか, 販売履歴情報をもとに知ることは容易である. しかしそれが誰をさ
してのものなのか, ｢紙おむつを買う男性｣ 顧客は購買時点まで潜在的であることから, 適用を





20 細川幸太郎 ｢CCC, ポイント管理 ｢Tサイト｣ 購買履歴生かし提携拡大 (点検ネットビジネス)｣
『日経産業新聞』 2008 年 8 月 13 日, 2 頁.
また, ｢T-POINT｣ のしくみについては, 『週刊東洋経済 2007/1/20』 東洋経済新報社, 2007 年, 60-
61 頁を参考にした.
21 データマイニングは, 顧客の生涯価値 (lifetime value) を最大化するための手法といわれることがあ






22 データマイニングの意義を説明, 強調するうえでよく引き合いに出される事例であり, 米国ウォルマー
トのものとされるが, 実際のところは疑問視する声もある.
｢｢おむつとビール｣ の事例｣ 『アットマーク・アイティ』 ウェブサイト, http://www.atmarkit.co.jp/
aig/04biz/diapersandbeer.html (2008 年 10 月 1 日にアクセス).
CCC の例でも, 提携先の店舗を利用したことがないという顧客セグメントに対し, 特定商品
の購買をうながすという点で, データ分析の視点は関連商品販売にあるといえる. しかし ｢紙お
むつを買う男性｣ の場合と異なるのは, ポイントプログラムを通じ, 購買者の可視化がはかられ
ることである. ここでいう可視化とは顧客属性情報を保持していることを意味するが, これによ
り①ワントゥワンのアプローチ ②アプローチ・チャネルの拡大とタイミングの選択が可能とさ
れ, 販売促進策における顧客別適応が期待できる. 大量のデータを蓄積, 瞬時に処理できる
POS システム, 顧客を識別し購買記録のトレースを可能とするポイント管理の両システムの連
携は, ポイント流通圏での顧客共有という概念を多少なりとも後押しした要因であることに疑い
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